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経済産業省 産業技術環境局

資料５

（注）本資料は、研究開発・イノベーション小委員会の議論の参考とするため、事務局が多様なデータや意見等をとりまとめたものであり、経済産業省の見解を示すものではない。



１． 研究開発費

＜世界における位置づけ＞

研究開発費 (1997→2007→2017) <単位 億ドル>

①米国 2127 → 3803(  +79%） → 5432 (+43%）

（うち企業） 1554 → 2693(  +73%） → 3971 (+47%）

②中国 179 → 1242(+594%） → 4960 (+299%）

（うち企業） 82 → 898(+995%） → 3848 (+329%）

③日本 878 → 1475(  +68%） → 1709 (+16%）

（うち企業） 633 → 1149(  +82%） → 1347 (+17%）

④ドイツ 441 → 734( +66%） → 1320 (+80%）

（うち企業） 297 → 513(   +73%） → 912 (+78%）
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 日本の研究開発費の伸び率は、諸外国と比べ低迷。世界第３位であるも、第２位中国との差
は開き、第４位ドイツとの差は縮小。ドイツの研究開発費の伸びは我が国の約５倍。

 日本の研究開発費の約８割は企業であり、ほぼ同様に推移。

（出典）OECD  Main Science and Technology Indicators /Gross Domestic Expenditure on R&D at current PPP $ 及び Total researchers (FTE) を基に経済産業省作成。
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 日本では、リーマンショック以降、企業の売上高の回復が遅れる中、研究開発費の伸びも低迷。
 売上高の伸び以上に研究開発費を増加している例もあるが、低い研究開発費の伸びが売上高

の低迷につながっている可能性。
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（破壊的イノベーションに対する日本企業の意識）

１． 研究開発費



5

 日本の研究者数の伸び率は、諸外国と比べ低迷。
 日本の研究者の約７割は企業。大学等の研究者は微減。企業の研究者は微増。

（出典）OECD  Main Science and Technology Indicators /Gross Domestic Expenditure on R&D at current PPP $ 及び Total researchers (FTE) を基に経済産業省作成。

２． 研究者数

研究者数 (1997→2007→2017) <単位 千人>

①米国 881 → 1137(  +29%） → 1371※ (+21%）

（うち企業） ｰ → 834※(  ｰ %） → 973※ (+17%）

②中国 589 → 1423(+142%） → 1740 (+22%）

（うち企業） 225 → 944(+320%） → 1056 (+12%）

③日本 625 → 684 (  +9%） → 676(▲1%）

（うち企業） 404 → 484 (+20%） → 499 (+3%）

④ドイツ 236 → 291( +23%） → 420 (+44%）

（うち企業） 133 → 174(   +31%） → 253 (+45%）
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２． 研究者数

（出典）文部科学省学校基本調査を基に経済産業省作成。
※年数：卒業年度。右軸：各卒業年度の総就職者数及び専門的・技術的職業従事者数、

左軸：各卒業年度の就者数（研究者、情報処理・通信技術者）。

 専門的・技術的職業従業者の全就職者数に占める割合は約４割程度で推移。研究者は横ば
いだが、学部卒における情報処理・通信技術者の伸びが顕著。

 博士課程の就職者数では、研究者は減少傾向。

＜就職者数（学士・修士・博士）の推移＞
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 情報系の基礎分野についての産業界の学びニーズが極めて高い中、研究者数は僅少。
 逆にバイオ分野では、学びニーズが低いが、研究者数が多いなど需給のミスマッチが窺える。

２． 研究者数

＜人材育成に係る産業界ニーズ＞

（グラフ：次ページに続く）
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２． 研究者数

＜人材育成に係る産業界ニーズ(続き）＞



9（出典）Bloomberg, capital IQ PwC strategy&, 「2018年グローバルイノベーション1000調査」を基に経済産業省作成。

 日・独は研究開発費の上位は製造業。対して米・中は情報系。
順位 総合

順位
R&D支出額
（億ドル）

対売上高R&D支
出額割合（％）

1 11 トヨタ自動車 100.2 3.9

2 18 ホンダ 70.8 5.4

3 37 日産自動車 46.2 4.2

4 38 ソニー 43.2 6.0

5 39 パナソニック 42.3 6.1

6 40 デンソー 42.1 9.9

7 51 日立製作所 31.3 3.6

8 53 武田薬品工業 30.6 18.8

9 54 キヤノン 29.3 8.1

10 55 東芝 27.8 6.0

順位 総合
順位

R&D支出額
（億ドル）

対売上高R&D支
出額割合（％）

1 3 フォルクスワーゲン 157.7 5.7

2 17 ダイムラー 70.8 3.6

3 20 シーメンス 61.0 6.2

4 25 BMW 59.1 5.0

5 31 バイエル 54.1 12.9

6 41 SAP 40.2 14.3

7 44 コンチネンタル 37.3 7.1

8 60 メルク 25.7 14.0

9 63 BASF 22.7 2.9

10 135 ドイツテレコム 12.0 1.3

順位 総合
順位

R&D支出額
（億ドル）

対売上高R&D支出
額割合（％）

1 1 アマゾン 226.2 12.7

2 2 アルファベット 162.3 14.6

3 5 インテル 131.0 20.9

4 6 マイクロソフト 122.9 13.7

5 7 アップル 115.8 5.1

6 9 ｼﾞｮﾝｿﾝ・ｴﾝﾄﾞ・ｼﾞｮﾝｿﾝ 105.5 13.8

7 10 ﾒﾙｸ･ｱﾝﾄﾞ・ｶﾝﾊﾟﾆｰ 102.1 25.4

8 13 フォード・モーター 80.0 5.1

9 14 フェイスブック 77.5 19.1

10 15 ファイザー 76.6 14.6

順位 総合
順位

R&D支出額
（億ドル）

対売上高R&D支
出額割合（％）

1 45 アリババ 36.3 14.4

2 59 テンセント 27.0 7.3

3 77 ZTE 20.0 11.9

4 78 バイドゥ 20.0 15.2

5 83 中国建設 19.0 1.2

6 84 中国石油天然気 19.0 0.6

7 89 中国鉄路総公司 19.0 1.7

8 98 上海汽車集団 17.0 1.3

9 100 中国鉄建 16.0 1.5

10 101 中国中車 16.0 4.9

３． 個別企業



３． 個別企業
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 日本の化学メーカーは、複数社が研究開発費の上位に位置しているが、規模では独BASFや米
DAWDUPONTに及ばない。

（出典）欧州委員会 The 2018 EU Industrial R&D Investment Scoreboardを基に経済産業省作成。

※ 欧州委員会 The 2018 EU Industrial R&D Investment Scoreboardにおける企業上位300社のデータを基に経済産業省作成。10億€
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３． 個別企業
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 独BOSCHの研究開発費は、国内3社の研究開発費の合計と同程度。

（出典）欧州委員会 The 2018 EU Industrial R&D Investment Scoreboardを基に経済産業省作成。

※ 欧州委員会 The 2018 EU Industrial R&D Investment Scoreboardにおける企業上位300社のデータを基に経済産業省作成。
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 基礎研究については、米国は、企業以外の伸びが大きく、日本は企業、企業以外とも伸びている。
中国は、企業の基礎研究費は僅か。

 応用研究は各国とも伸ばしている。
 中国の開発研究は米国よりも大きくなっている。

主要国の性格別研究開発費（金額）
企業

４． 性格別研究開発費（基礎・応用・開発）
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（出典）OECD Research and Development Statistics/ R-D expenditure by sector of performance and type of R-D (current PPP$) を基に経済産業省作成。

百億ドル 百億ドル

※「その他」：他に分類されない研究の費用
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（参考）日本の企業の基礎研究の割合は、総額が増減する中でもほぼ一定の割合。

主要国の性格別研究開発費（割合）

４． 性格別研究開発費（基礎・応用・開発）
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※「その他」：他に分類されない研究の費用
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 個人会員・企業会員の会員数が減少している。

５． 学会

上段：全会員数

中段：企業の会員数※

下段：個人の会員数

２００７ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８

日本機械学会 38403 35407 34731 34119 35210 35436

808 711 704 699 694 699

37595 34696 34027 33420 34516 34737

日本化学会 － 29277 28653 28188 27469 26453

－ 451 443 444 435 434

－ 28394 27787 27331 26628 25618

電子情報通信学会 36022 30463 30026 29751 29081 25976

603 434 432 418 413 400

35419 30029 29594 29333 28668 25576

日本物理学会 18517 16457 16332 16721 16338 16048

96 94 91 89 87 91

18421 16363 16241 16632 16251 15957

（出典）各学会のホームページに掲載の資料を基に経済産業省作成。

(年度）

※企業の会員数：以下の会員数を合算した計数。（企業の会員数には企業のほか、大学や公的機関が含まれうるが、学会事務局へのヒアリングによるとほぼ企業とのこと。）
日本機械学会（特別員）、日本化学会（法人正会員）、電子情報通信学会（特殊員・維持員）、日本物理学会（賛助会員）
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６． 成果（論文）
 日本の論文数は、米国、中国の約25%。日本より研究開発費の少ない独の約75%。
 伸び率も各国に比べて低い。
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(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学研究のベンチマーキング2019、調査資料-284、2019年8月。
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６． 成果（論文）
 企業の論文数は全体の１割程度。1990年代から産学共著論文の比率が高まっている。
 大学等（企業以外）の論文数は、直近５年間、ほぼ横ばい。

(出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2019」を基に経済産業省作成。

2012 2013 2014 2015 2016

日本の論文数 77,118 78,611 77,228 76,637 79,084

うち企業 8,298 8,079 7,908 7,941 8,088

うち企業以外 68,820 70,532 69,320 68,696 70,996

出版年
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６． 成果（論文）
 企業の論文は、1997年と2016年を比較すると環境・地球科学、臨床医学以外の多くの分野

で減少。
 特に、物理学、化学、材料科学、計算機・数学の分野で企業単独の論文が減少。
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(出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2019」を基に経済産業省作成。
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６． 成果（特許）

① 国内の出願件数・登録件数＜単位：件＞

 特許出願件数に対する特許登録件数の割合(特許登録率)は、増加傾向。企業等における知
的財産戦略において量から質への転換の着実な進展が窺える。

 特許データから革新性を評価されている企業では、引き続き日本企業が多く存在。

（出典）特許出願件数は特許庁特許行政年次報告書2019版を、総R&D費は総務省科学技術研究調査を基に経済産業省作成。

研究開発費

特許出願件数
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審査・拒絶査定不服審判係属中等件数
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企業数 <単位 社>
(2011→2015→2018)

①日本 18  →   31 → 39

②米国 30 → 24 → 33

③ドイツ 4 →  2 →   4

④中国 0  → 0 → 3

② 特許データから革新性を
評価されている企業数の推移

クラリベイト・アナリティクス社は、保有する特許データ
を基に知財動向を分析し、世界の革新企業・機関トッ
プ100を「Derwent Top100 グローバル・イノベーター」と
して選出。

特許出願件数、出願特許の登録率、出願国の多様性
（日米欧中）、引用件数等に基づき分析を実施。



19

７． オープンイノベーション＜全体＞
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７． オープンイノベーション＜全体＞

 自社の研究開発は、「同業他社との差別化」といった応用研究が多い。
 一方、外部と連携した研究開発は、「汎用技術」や「多様な要素による複雑な技術」などの研究

開発が多い。
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＜参考＞
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（参考１）リーマンショック以降の各国（企業）の売上高※の推移
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 米国、ドイツでは、企業の売上高がリーマンショック前を超え増加傾向にある中、日本は、未だリー
マンショックの水準に達せず、直近は減少傾向。

（出典）OECD STAN Industrial Analysisを基に経済産業省作成。
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（出典）Bloomberg, capital IQ PwC strategy&, 「2018年グローバルイノベー
ション1000調査」を基に経済産業省作成。

世界

7,818億ドル 17.7兆円

コンピュータ・エレクトロニクス

ヘルスケア
自動車

ソフトウェ
ア・イン
ターネット

工業製品

（出典）総務省平成30年科学技術研究調査を基に経済産業省作成。

※2018年6月30日時点で過去1年間のR&D
支出が多い世界の上場企業上位1000社の
合計

※平成29年度実績で研究を行っている企業数
14721社の合計

 研究開発費の上位業種が世界と我が国では異なる。

コンピュータ・
エレクトロニクス

自動車

化学

日本

コンピュータ・
エレクトロニクス

自動車

化学 情報通信業

（参考２）産業別R&D支出額割合
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就職者数 製造業 情報通信業 学術研究，専門・技術サービス業 教育，学習支援業 医療，福祉 化学工業，石油・石炭製品製造業 電気・情報通信機械器具製造業 輸送用機械器具製造業

（参考３）就職者数（学士課程、修士課程、博士課程）の推移

(単位：万人) 2013 2014 2015 2016 2017

卒業者数 65.4 65.1 64.6 65.5 65.3

うち就職者数 46.0 47.5 48.4 49.9 50.3

うち学士課程 39.5 41.0 41.8 43.2 43.6

うち修士課程 5.4 5.4 5.5 5.6 5.6

うち博士課程 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

（参考）入学者数 68.8 68.1 68.9 69.1 70.3

 就職者数（学士課程、修士課程、博士課程）は10年間(2007→2017)で約１割増となっている。

万人 万人

（出典）文部科学省学校基本調査を基に経済産業省作成。
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（参考４） 転入研究者数

25（出典）総務省科学技術研究調査を基に経済産業省作成。

 研究者の転入者数は、輸送用機械器具製造業（含む自動車・同付属品製造業）では約6
千人程度の新規採用・転入研究者数のうち直近では約半数を転入研究者が占めている。

（単位：人） 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
輸送用機械器具製造業 5,328 5,648 4,212 3,461 3,376 3,529 3,891 6,807 6,994 5,638 6,420

（うち転入者数） 1,944 1,698 1,037 1,338 1,239 1,239 1,213 3,416 3,537 1,956 3,058
うち自動車・同附属品製造業 5,043 5,386 3,898 3,121 3,137 3,277 3,583 6,334 6,685 5,270 5,826

（うち転入者数） 1,777 1,610 859 1,137 1,121 1,121 1,065 3,155 3,402 1,800 2,684
情報通信機械器具製造業 7,103 5,538 4,722 4,704 3,750 4,118 3,294 3,195 3,595 3,854 3,780

（うち転入者数） 3,053 2,488 1,704 2,509 1,870 2,099 1,316 1,308 1,567 1,800 1,516
化学工業 3,473 3,036 3,220 2,635 2,641 2,753 2,966 2,746 2,735 2,951 3,434

（うち転入者数） 1,147 869 917 775 690 810 1,031 943 843 1,108 1,269
電気機械器具製造業 2,650 3,483 2,895 2,736 2,549 2,502 2,781 2,863 2,663 2,887 3,278

（うち転入者数） 867 1,170 853 1,139 968 1,022 1,165 1,282 968 1,003 1,244
情報サービス業 2,852 2,389 2,169 2,748 1,225 1,490 1,702 2,260 2,145 3,444 3,211

（うち転入者数） 1,275 823 892 977 495 637 714 938 694 662 788
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 全ての業種で、新規求人数※に占める充足数の割合は低下。最も低いのは情報通信業。

（参考５）新規求人と充足数の割合

（出典）厚生労働省労働市場年報を基に経済産業省作成。

単位：%

※: 研究者に限っていない



電機機械器具製造業

繊維工業 プラスチック製品製造業

輸送用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

医薬品製造業
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 日本では、製造業の中でも、輸送用機械器具製造業は研究開発費、研究者数とも増加してい
る一方、情報通信機械器具製造業はいずれも減少。

① 主な業種の研究開発費の状況 ② 業種別 研究開発費の伸び/研究者数の伸び

研究開発費 ～5000億円： 5000億円～1兆円： 1兆円～：

産業
0 製造業
1 食料品製造業
2 繊維工業
3 パルプ・紙・紙加工品製造業
4 印刷・同関連業
5  医薬品製造業
6      化学工業
7      石油製品･石炭製品製造業
8      プラスチック製品製造業
9      ゴム製品製造業
10     窯業・土石製品製造業
11     鉄鋼業
12     非鉄金属製造業
13     金属製品製造業
14     はん用機械器具製造業
15     生産用機械器具製造業
16     業務用機械器具製造業
17     電子部品・デバイス・

電子回路製造業
18     電気機械器具製造業
19     情報通信機械器具製造業
20     輸送用機械器具製造業
21     その他の製造業

（出典）総務省科学技術研究調査を基に経済産業省作成。

（参考６）個別企業

(2007→2017)
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 医薬品製造業においては、基礎研究の比率が高いが横ばい。
 情報通信機械器具製造業は、全体の研究開発費が減少する中で基礎研究を維持している。
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（参考７）性格別研究開発費（基礎・応用・開発）

234,598246,772209,949248,959235,871230,568254,391242,876288,145252,781245,793404,883387,304404,821331,315322,315347,846362,659358,739316,606282,111277,929614,250661,490578,880695,734671,731727,249820,006784,293852,437815,596791,250 基 礎 研 究 応 用 研 究 開 発 研 究

性格別研究開発費（額）上位３業種の動向

千億円 千億円 千億円

（出典）総務省科学技術研究調査を基に経済産業省作成。
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（参考８）外部支出研究開発費の内訳

 日本企業の研究開発費総額約14兆円のうち外部支出は約2.5億円。その2/3が国内企業。
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企業 公的機関 大学 非営利団体 負担総計

政府 1,271 13,194 4836 843 20,144
［10.6%］

企業 135,500 378 1,018 566 137,462
［72.2%］

大学 20 40 30,157 9 30,227
［15.9%］

非営利団体 120 62 368 982 1,532
［0.8%］

外国 1,078 10 38 14 1,139
［0.6%］

使用総計 137,989
［72.4%］

13,684
［7.2 %］

36,418
［19.1%］

2,413
［1.3%］

190,504
［100.0%］

(出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2019」を基に経済産業省が加工・作成。

使用者
負担者

2017年度実績
（単位：億円）

72.2%
負担

72.4%
使用

10.6%
負担 7.2%

使用

15.9%
負担

19.1%
使用

0.8%
負担

1.3%
使用

0.6%
負担

（注）数値は四捨五入してあるので、内訳の合計が総計に合わない場合がある。

 日本の研究開発費の総額はおよそ19兆円。負担者側、使用者側ともに筆頭は民間企業。なお、およそ14兆円の
企業の研究開発費に対し、企業から大学への研究開発費は約1000億円で企業の研究開発費総額の約0.7%。

（参考９）企業から外部機関に支出される研究開発費内訳

企業 政府・公的機関 大学 非営利団体 外国
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（参考10）ベンチャーM&Aの国際比較
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（参考11）ベンチャーM&Aの業種比較（2014-18年）
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（参考12）世界のベンチャーM&A実施件数ランキング（2010-17年）
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（参考13）新規上場会社数の推移
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（参考14）世界のCVC投資の動向
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（参考15）VC投資に占めるCVC投資の割合
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（参考16）日本企業による企業買収

＜日本企業による企業買収＞
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（参考17）国内スタートアップ１社当たりの投資規模別の事業法人数
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（参考18）事業法人による大型投資事例（2018）
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